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議案第54号 

 

専決処分について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分をしたので、同法同条第３項の規定により、これを本市議会に報告

し、承認を求める。 

 

平成30年９月３日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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専決第14号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、平成30年度倉吉市一般会計補正予算（第３号）について、次のとおり専決処分する。 

 

 

平成30年７月27日 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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　　　平成３０年度倉吉市一般会計補正予算（第３号）

　平成３０年度倉吉市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ33,737千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ27,595,263千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。
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(単位　千円)

款 項 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

補正前の額 補 正 額

歳　入( )

分 担 金 及 び 負 担 金12 247,385245,708 1,677.

分 担 金1 20,43218,755 1,677.

県 支 出 金15 2,554,6882,552,153 2,535.

県 補 助 金2 1,400,1191,397,584 2,535.

繰 入 金18 1,744,0971,722,972 21,125.

基 金 繰 入 金1 1,742,7971,721,672 21,125.

市 債21 1,445,5751,437,175 8,400.

市 債1 1,445,5751,437,175 8,400.

歳　　 　入　　 　合　　 　計 27,595,26327,561,526 33,737
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(単位　千円)

款 項 計補正前の額 補 正 額

歳　出( )

総 務 費2 3,117,1203,115,508 1,612.

総 務 管 理 費1 2,754,5472,752,935 1,612.

商 工 費7 3,493,0723,492,721 351.

商 工 費1 3,493,0723,492,721 351.

土 木 費8 2,769,6212,767,373 2,248.

都 市 計 画 費4 1,320,9781,318,730 2,248.

消 防 費9 819,142816,536 2,606.

消 防 費1 819,142816,536 2,606.

災 害 復 旧 費11 169,225142,305 26,920.

農 林 水 産 業 施 設 災 害 復 旧 費1 60,92040,000 20,920.

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費2 106,000100,000 6,000.

歳　　 　出　　 　合　　 　計 27,595,26327,561,526 33,737
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(追加）

 事　　　　　項  期　　　間 

豪 雨 災 害 等 緊 急 対 策 事 業
利 子 補 助 金

平成31年度から平成34年度まで 融資実行日から3年を
経過する日までの間に
生じた利子の額

第２表　　債務負担行為補正

 限　　　度　　　額 
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第３表　　地方債補正

(変更）

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

 千円 年10.0％以内（ただ 　10年以内(内据置2年以内）その 千円 

し、利率見直し方式  他は、借入先の融資条件による。

で借り入れる資金に  ただし、市財政の都合により据置

災 害 復 旧 費 41,000 証書借入又は ついて、利率の見直  期間及び償還期限を短縮し、もし 49,400 補正前 補正前 補正前

 証券発行 しを行った後におい  くは、繰上償還又は、低利に借換 に同じ に同じ に同じ

ては、当該見直し後  えることができる。

の利率)

起 債 の 目 的
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後
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（歳　入）

款

（単位　千円）

１．総 括
歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

分 担 金 及 び 負 担 金12. 247,385245,708 1,677

県 支 出 金15. 2,554,6882,552,153 2,535

繰 入 金18. 1,744,0971,722,972 21,125

市 債21. 1,445,5751,437,175 8,400

歳 入 合 計 27,595,26327,561,526 33,737
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（単位 千円）（歳　出）

款
国 県 支 出 金 地  方   債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

総 務 費2. 3,115,508 1,612 3,117,120 1,612

商 工 費7. 3,492,721 351 1753,493,072 176

土 木 費8. 2,767,373 2,248 2,769,621 2,248

消 防 費9. 816,536 2,606 819,142 2,606

災 害 復 旧 費11. 142,305 26,920 2,360 8,400 1,677169,225 14,483

歳 出 合 計 27,561,526 33,737 2,535 8,400 1,67727,595,263 21,125
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区   　　　　　　 分 金   額

節

目 説          明

２．歳　入

補正前の額 補  正  額 計

12. 分担金及び負担金  1. 分担金（款） （項） （単位  千円）

災 害 復 旧 費 分 担 金 農林水産業施設災害復旧費5,8574,180 1,677  1. 1,677 農地及び農業用施設災害復旧事業費分担金   1,677 2.

分 担 金

  計    20,43218,755 1,677

15. 県支出金  2. 県補助金（款） （項）

商 工 費 補 助 金 商 工 費 補 助 金25,33825,163 175  1. 175 豪雨災害等緊急対策事業費補助金             175 5.

災 害 復 旧 費 補 助 金 農林水産業施設災害復旧費21,25118,891 2,360  1. 2,360 しっかり守る農林基盤交付金               2,360 9.

補 助 金

  計    1,400,1191,397,584 2,535

18. 繰入金  1. 基金繰入金（款） （項）

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 財 政 調 整 基 金 繰 入 金756,757735,632 21,125  1. 21,125 財政調整基金繰入金                      21,125 1.

  計    1,742,7971,721,672 21,125

21. 市債  1. 市債（款） （項）

災 害 復 旧 債 農林水産業施設災害復旧債49,40041,000 8,400  1. 8,400 農林水産業施設単独災害復旧事業債         8,400 5.

  計    1,445,5751,437,175 8,400
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国県支出金 地　方 債 そ の 他

特       定       財       源
一般財源 区    分 金   額

節補　正　額　の　財　源　内　訳

目 説          明

３．歳　出

補正前の額 補  正  額 計

 2. 総務費  1. 総務管理費（款） （項） （単位  千円）

一 般 管 理 費 需 用 費1,154,2481,152,636 1,612 1,612 11. 116 修繕料                           116 1.

委 託 料13. 1,496 設備等撤去委託料               1,496

 計   2,754,5472,752,935 1,612 1,612

 7. 商工費  1. 商工費（款） （項）

商工業振興費 負担金補助3,260,3303,259,979 351 175 176 19. 351 補助金                           351 2.

及び交付金 　豪雨災害等緊急対策事業利子補助金

                                 351

 計   3,493,0723,492,721 351 175 176

 8. 土木費  4. 都市計画費（款） （項）

都 市 計 画 総 繰 出 金1,258,8301,256,582 2,248 2,248 28. 2,248 下水道事業特別会計へ繰出       2,248 1.

務 費

 計   1,320,9781,318,730 2,248 2,248

 9. 消防費  1. 消防費（款） （項）

水 防 費 役 務 費6,6505,480 1,170 1,170 12. 1,170 手数料                         1,170 4.

災 害 対 策 費 旅 費56,95855,522 1,436 1,436  9. 1,436 普通旅費                       1,436 5.

 計   819,142816,536 2,606 2,606
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国県支出金 地　方 債 そ の 他

特       定       財       源
一般財源 区    分 金   額

節補　正　額　の　財　源　内　訳

目 説          明補正前の額 補  正  額 計

11. 災害復旧費  1. 農林水産業施設災害復旧費（款） （項） （単位  千円）

農林水産業施 委 託 料30,92010,000 20,920 2,360 8,400 1,677 8,483 13. 10,800 測量設計委託料                10,800 2.

設単独災害復 使用料及び14. 1,980 機械借上料                     1,980

旧 費 賃 借 料

工事請負費15. 5,800 災害復旧工事                   5,800

原 材 料 費16. 2,340 工事材料費                     2,340

 計   60,92040,000 20,920 2,360 8,400 1,677 8,483

11. 災害復旧費  2. 公共土木施設災害復旧費（款） （項）

公共土木施設 工事請負費16,00010,000 6,000 6,000 15. 6,000 災害復旧工事                   6,000 2.

単 独 災 害 復

旧 費

 計   106,000100,000 6,000 6,000
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限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円 千円

補正前の額 0 0 0 0

補　正　額

融資実行日か
ら3年を経過す
る日までの間
に生じた利子
の額

31～34 限度額と同額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額に1/2を乗
じて得た額

融資実行日か
ら3年を経過
する日までの
間に生じた利
子の額から県
補助金の額を
控除した額

計

融資実行日か
ら3年を経過す
る日までの間
に生じた利子
の額

31～34 限度額と同額

融資実行日
から3年を経
過する日ま
での間に生
じた利子の
額に1/2を乗
じて得た額

融資実行日か
ら3年を経過
する日までの
間に生じた利
子の額から県
補助金の額を
控除した額

豪 雨 災 害 等 緊 急 対 策 事 業
利 子 補 助 金

の 支 出 予 定 額事 項

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

額または支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

支 出 （ 見 込 ） 額
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地方債の前前年度末における現在高ならびに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

 

 補正前の額 補正額 計 補正前の額 補正額 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円
2 41,000 8,400 49,400 1,410,230 8,400 1,418,630

(2) 農 林 水 産 15,900 8,400 24,300 109,127 8,400 117,527

1,437,175 8,400 1,445,575 30,465,291 8,400 30,473,691

当該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額区　　　分

災 害 復 旧 債

当該年度中増減見込み

合　　　　　計
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議案第55号 

 

専決処分について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、次のとおり専決処分をしたので、同法同条第３項の規定により、これを本市議会に報告

し、承認を求める。 

 

平成30年９月３日提出 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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専決第15号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、平成30年度倉吉市下水道事業特別会計補正予算（第１号）について、次のとおり専決処

分する。 

 

 

平成30年７月27日 

 

倉吉市長 石田 耕太郎 
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　　　平成３０年度倉吉市下水道事業特別会計補正予算（第１号）

　平成３０年度倉吉市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,248千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ2,736,533千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。
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(単位　千円)

款 項 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

補正前の額 補 正 額

歳　入( )

繰 入 金4 1,142,0961,139,848 2,248.

他 会 計 繰 入 金1 1,142,0961,139,848 2,248.

歳　　 　入　　 　合　　 　計 2,736,5332,734,285 2,248
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(単位　千円)

款 項 計補正前の額 補 正 額

歳　出( )

下 水 道 費1 1,106,1541,103,906 2,248.

下 水 道 費1 1,106,1541,103,906 2,248.

歳　　 　出　　 　合　　 　計 2,736,5332,734,285 2,248
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（歳　入）

款

（単位　千円）

１．総 括
歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

繰 入 金4. 1,142,0961,139,848 2,248

歳 入 合 計 2,736,5332,734,285 2,248
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（単位 千円）（歳　出）

款
国 県 支 出 金 地  方   債 そ の 他

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

下 水 道 費1. 1,103,906 2,248 2,2481,106,154

歳 出 合 計 2,734,285 2,248 2,2482,736,533
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区   　　　　　　 分 金   額

節

目 説          明

２．歳　入

補正前の額 補  正  額 計

 4. 繰入金  1. 他会計繰入金（款） （項） （単位  千円）

一 般 会 計 繰 入 金 一 般 会 計 繰 入 金1,142,0961,139,848 2,248  1. 2,248 一般会計繰入金                           2,248 1.

  計    1,142,0961,139,848 2,248
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国県支出金 地　方 債 そ の 他

特       定       財       源
一般財源 区    分 金   額

節補　正　額　の　財　源　内　訳

目 説          明

３．歳　出

補正前の額 補  正  額 計

 1. 下水道費  1. 下水道費（款） （項） （単位  千円）

管 理 費 需 用 費740,707738,459 2,248 2,248 11. 536 燃料費                           536 1.

役 務 費12. 1,712 手数料                         1,712

 計   1,106,1541,103,906 2,248 2,248
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